様式第１－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者に係る情報

	項　目
	内　容

	申請者の氏名又は名称

	

	電動車の整備拠点の数（注１）

	整備拠点の総数
　　（自社直轄）　　　　拠点
　　（グループ会社）　　　　拠点
　　（提携先・代理店）　　　　拠点

重整備対応拠点（注２）の数
　　（自社直轄）　　　　拠点
　　（グループ会社）　　　　拠点
　　（提携先・代理店）　　　　拠点


	災害連携協定
協定締結数・締結自治体数（注３）
	協定数　　　　　　　
自治体数　　　　　　　


	（ＦＣＶについて申請をする場合）
メンテナンス費用低減に向けた取組状況（注４）
	

	（ＦＣＶについて申請をする場合）
自治体と連携した取組（注５）
	

	担当者連絡先
	部署　　　　：
ご担当者名　：
電話　　　　：
メール　　　：

	添付資料一覧
（資料番号及び名称を記載）
	




注１　整備拠点の一覧を添付すること。
注２　重整備対応拠点とは、エンジンのオーバーホールや駆動用バッテリーやモーターの交換整備が可能な、専門的な知識と技術、資格を持つ整備士が常駐する拠点を指す。
注３　締結している災害連携協定の一覧を添付すること。また、日本国内における災害時の支援事例があれば、その内容を示す公表資料を添付すること。
注４　ＦＣＶのメンテナンス費用の低減に向けて行っている取組があれば、記載すること。また、その内容が確認できる公表資料を添付すること。
注５　重点地域における水素ステーション適地の検討、燃料電池商用車の需要のとりまとめ等に関し、自治体と連携して取り組んでいる事項があれば、記載すること。また、その詳細が分かる資料を添付すること。
